
子育て世代の希望に応えるとともに、それぞれ
が抱える多様な課題や悩みに寄り添った継続
的かつ包括的な支援が必要 

子育て世帯には、
子どもに関する課
題が重複して存在
している。 

・高齢出産 
・不妊 
・子どもの発達に 
 不安がある 
・相談先がわからない 
・地域に相談相手（知人） 
 がいない 
・育児方法がわからない 
・育児負担、母子孤立 
・経済的困窮 
・良質な遊びや学びの場 
・保育園等の利用 
・学校生活での不安 
・家庭不和、DV 
・子どもの学力向上 
・子どもの夢（進学、 
 就職）の実現 
・不登校、引きこもり 
・子の疾病、障がい、 
・親の疾病、障がい 
 など 

高山市における妊娠期から成人に至るまでの子育て支援の取り組み 

２．高山市が目指す子育て支援方針 

②安心して子育てできる環境の
整備 

①障がいの有無や家庭の経済状
況に影響されない健全な子ども
の成長と教育の確保 

④途切れのない継続した支援 

⑤子育て世帯の包括的な支援 

③社会全体（各地域）での子育て
支援環境の充実 

⑥母子保健・保育・教育・医療の
連携強化 

⑦家庭教育・青少年健全育成も
含めた子育て支援（今後検討） 

１．子どもの成長段階（ライフステージ）における支援（現状） 
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利
用
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乳幼児健診   小学校 
通常学級  

特別支援学級 

通級指導教室 

特別支援学校小学部 

中学校 
通常学級 

特別支援学級 

通級指導教室         
  

特別支援学校
中学部 

高等学校 

  
特別支援学校
高等部 

大学 

短大 

専門学校 

  保育園 
一時保育、延長保育、休日保育、夜間保育 

  幼稚園 放課後児童クラブ 
就職 

福祉的就労など 
病児保育   

つどいの広場、児童センター・児童館、児童遊園、ちびっこ広場、図書館   

相
談
・
支
援
機
関
（
団
体
） 

保健センター（健康推進課） 

福祉サービス総合相談支援センター 

子育て支援課（子ども発達支援センター）、子育て支援センター、飛騨子ども相談センター 福祉課 

学校教育課、であい塾 県教育委員会   

保健所、病院、休日診療、救急医療情報センター 

各相談支援事業所、飛騨圏域発達障がい児療育地域支援センター 

  ハローワーク就業生活支援センター 

  
年金 

事務所 

町内会、子ども会、まちづくり協議会、子育て支援団体 

福
祉
サ
ー
ビ
ス 

そ
の
他 

児童発達支援   

  放課後等デイサービス 作業所など 

ヘルパー、短期入所、一時預かり、ナイトケア、 

日中一時、移動支援、ナーシングデイ 

経
済
的 

支
援 

子育て支援金、児童手当、児童扶養手当、保育料軽減、 

遺児激励金、子ども医療、母子父子医療、 

多世代同居促進補助金、各種融資制度、幼稚園就園奨励費、就学援助 

その他 ブックスタート、ぎふっこカード、スマイルカード、サポートブック 

資料④ 



要保護児童等対策地域協議会 
 
 
 
 
 
 

・要保護児童等への支援に必要な情報交換及び支援内容
の協議 
・児童虐待や非行等の予防、早期発見、早期対応 
・障がい児に対する療育や社会環境整備 
・関係機関の連携による個別ケースの適切な対応 
・関係機関における情報交換及び研修 
※代表者会議、ネットワーク会議、ケース会議 
 
 
 
 

子育て支援課 
子ども発達支援センター 

 
 

≫ 

健康推進課 
 

母子の健康教育、健康・育児相談等に関すること 
母子手帳の交付に関すること 
乳幼児健診に関すること 
母子の訪問指導に関すること 
予防接種事業に関すること 

学校教育課 
 

児童・生徒の保護に関すること 
特別支援教育に関すること 
教育相談に関すること 
適応指導に関すること 

福祉課 
 

福祉医療に関すること 
心配ごと及び結婚相談、結婚支援に関すること 
身体・知的・精神障がい者の福祉に関すること 
特別障害者手当及び福祉手当に関すること 
生活保護に関すること 
福祉金庫に関すること 

・自立した生活に向けた切れ目のない支援が可能
となる 
・情報の一元化による迅速な対応が可能 

・関連事業所等の外部団体との連携窓口が一元
化され、機動性が向上する。 

・事業所等の指導力強化により各事業所間のサー
ビス水準の均一化と全体的なスキルアップが可能 

・就園、就学時など、個々の支援に必要な情報が
伝達することで、効果的な支援を継続して提供でき
る。 

保育園、幼稚園 
子育て支援センター 
児童館・児童センター 
療育施設、医療機関 
小・中学校、高等学校 
関連事業所等 

 
 

総合相談支援センター 
（福祉サービス総合相談センター） 

 
市民のさまざまな相談及び支援に関する業務 
生活困窮者自立支援法に関する業務 

障がい者（児）に対する総合的、専門的な相談支
援に関する業務 

障がい者の権利擁護及び虐待の防止に関する
業務 

子ども家庭相談係 
家庭児童相談に関すること 
女性相談に関すること 
母子及び児童保護に関すること 
母子父子福祉に関すること 
母子父子自立支援に関すること 
障がい児相談に関すること 
障がい児福祉に関すること 
障がい児通園施設の管理運営に関すること 

 
 

充実する取り組み 
・庁内各課との連絡調整 
・情報の共有による迅速な対応方針の決定 

・保育、教育、健康管理の専門職員による総
合的な支援をコーディネート（保育士、保健
師、教員） 

・市民の自立した生活までの、各ライフス
テージに必要となる切れ目のない支援（サ
ポートブックの普及） 
・心理職による専門性の高い支援 
・関係事業所等の指導及び連携 

緊
密
な
連
携 

各施設において、 

総合的かつ具体
的な支援を行うた
めの連携と情報共
有 

庁内関係部局連絡会議 
 

・子ども発達支援センターの取り組み内容、成果について
協議を行い、運営方針の検討を行う 

・各担当部局の取り組み内容と進捗を共有し、総合的活効
果的な支援体制の充実を検討する 
※ＰＤＣＡサイクルにより改善を図る 

母子保健 
（健康推進課連携） 

障がい児者支援 
（福祉課連携） 

特別支援教育・幼保小中連携 
（学校教育課連携） 

専門職の配置（保育士・保健師・教員） 
家庭児童相談員・女性相談員の配置 
臨床心理士など心理専門職による支援 

３．関係課・関係機関と連携した相談支援体制 

子ども相談ｾﾝﾀｰ、医師会、警察、法務局、民生児童
委員、人権擁護委員、教育事務所、小中校長会、幼
稚園、保育園、障がい児支援事業者、児童家庭支援
ｾﾝﾀｰ、子育てNPO、教育委員会、高山市 


